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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

(1) 連結経営指標等
売上高 (千円) ― 2,531,2411,483,5139,668,2345,169,086
経常損失 (千円) ― 168,078 155,331 530,552 314,570
中間(当期)純損失 (千円) ― 538,148 95,7081,526,222835,073
純資産額 (千円) ― △687,597△1,090,567△150,156△978,243
総資産額 (千円) ― 1,856,521544,6083,164,9112,140,152
１株当たり純資産額 (円) ― △9.58 △15.20 △2.09 △13.63
１株当たり
中間(当期)純損失

(円) ― 7.50 1.33 24.08 11.63

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― △37.04 △200.25 △4.74 △45.71
営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 11,987 296,234 105,326△164,165

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 117,003△233,663 167,518 108,516

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △177,000△62,561△163,000△166,897

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 231,097 67,014 279,106 67,004

従業員数 (名) ― 357 83 474 352
(2) 提出会社の経営指標等
売上高 (千円) 4,457,39830,000 62,6576,498,39160,000
経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △318,651△86,869 20,017△648,553△218,622

中間(当期)純損失 (千円) 324,435 165,067 25,8371,310,8551,048,356
持分法を適用した場合
の投資損益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 3,517,2803,517,280300,0003,517,2803,517,280
発行済株式総数 (株) 71,757,51571,757,51571,757,51571,757,51571,757,515
純資産額 (千円) 1,102,744△109,487△1,018,61355,579△992,776
総資産額 (千円) 5,617,5601,255,890327,0281,101,172483,720
１株当たり純資産額 (円) 15.37 △1.53 △14.20 0.77 △13.83
１株当たり
中間(当期)純損失

(円) 5.89 2.30 0.36 20.68 14.60

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―
自己資本比率 (％) 19.6 △8.72 △311.48 5.05 △205.24
営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 316,236 ― ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △106,212 ― ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 134,999 ― ― ― ―

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 514,285 ― ― ― ―

従業員数 (名) 528 ― ― ― ―
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(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第45期中間につきましては、第44期中に連結子会社及び持分法適用関係会社株式を売却したため、中間連結財

務諸表は作成しておりません。このため、それらに関する経営指標を記載しておりません。

３　第46期中間及び第47期中間は中間連結財務諸表を、第45期及び第46期は連結財務諸表をそれぞれ作成している

ため、持分法を適用した場合の投資損益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・

フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は作成しており

ません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、また１株当たり中間(当期)純損失となっているため記載しておりません。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社、連結子会社及び関係会社等の当該事業に係る位置付け

は次のとおりであります。

　なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

　また、平成20年7月8日に、当社が77.93%保有しておりました連結子会社「株式会社アロートラストシステ

ムズ」の株式の全てを、「株式会社TFS・テクノ・フロンティア・サポート」に売却いたしました。それに

伴い、株式会社アロートラストシステムズは連結子会社から外れています。

 

(電気通信設備工事等建設事業)

電気通信設備工事等建設事業においては、各種電気通信設備、電気、土木、建築その他工作物等の建設、

保守及びこれらの設備に関する設計、コンサルティング、工事監理等並びに機材機器の販売及び保守、自

家発電により発生する電気及び熱エネルギーの供給、テレマーケティング事業を行っております

〔関係会社〕

株式会社ＴＴＧ（連結子会社）

　株式会社TTG北海道(連結子会社)

(情報システム事業)

情報システム事業においては、各種コンピュータ・ソフトウェアの設計・作成等の業務及びコン

ピュータ運用等の業務並びに機器の販売を行っております。

〔関係会社〕

株式会社TTG北海道（連結子会社）

株式会社アロートラストシステムズ（連結子会社）

(通信サービス事業)

通信サービス事業においては、各種法人向け音声通話サービスの提供、業務支援、営業支援ならびに各

種コンサルティング等を行っております。

　　〔関連会社〕

株式会社アロートラストシステムズ(連結子会社)

　(業務代行サービス事業)

業務代行サービスでは、海外法人の常任代理人としての業務を中心に行っております。

　　〔関連会社〕

　株式会社ATS

以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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３ 【関係会社の状況】

(1) 除外

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

(連結子会社)
㈱アロートラストシステムズ
(注1)(注2)

大阪府
大阪市
北区

300情報システム事業 77.93%連結子会社

（注1)　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

（注2)　 平成20年７月8日に(株)ＴＦＳ・テクノ・フロンティア・サポートに売却したため、連結子会社から外れまし

た。

(２)新規

名称 住所
資本金
(百万円)

主な事業の内容
議決権の
所有割合
(%)

関係内容

(連結子会社)
TTG東日本
(注1)

東京都
品川区
東五反田

3
電気通信設備
工事等建設事業

(注1)
100％ 連結子会社

(注1)　　新たに株式会社TTG東日本事業部の業務を引き継ぐ為に平成20年6月16日付で登記いたしましたが、現在設立中

であり、実際の事業等は一切行っておりません。

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成20年９月30日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電気通信設備工事等建設事業 63

情報システム事業 11

通信サービス事業 ―

業務代行サービス事業 ―

全社(共通) 9

合計 83

 (注1)　従業員数は就業人員であります。

（注2)　業務代行サービス専任の人員はおりません。

（注3)　今中間連結会計期間中に株式会社アロートラストシステムズが連結子会社から除外されたため,

従業員数が著しく減少しております。

(2) 提出会社の従業員の状況

(平成20年９月30日現在)

従業員数(名) ―

(注)　当社は、持株会社制度になり役員のみで構成されており従業員は存在しません。

　

(3) 労働組合の状況

連結子会社である株式会社ＴＴＧには、同社労働組合が加盟している、全国情報・通信・設備建設労働

組合連合会東京情報通信建設労働組合が組織されており、情報産業労働組合連合会に属しております。

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、昨年の米国におけるサブプライム住宅ローン問題の

影響による景気の悪化が懸念されましたが、企業収益の改善を背景に、設備投資が増加し、雇用者所得

も緩やかに増加して、個人消費も持ち直し、景気は引続き緩やかに拡大しました。

そのような環境の中で、当社は複数年度純損失の計上を余儀なくされており、また、一昨年のジャス

ダック市場において当社株式が上場廃止に至った結果、大口顧客の取引停止や元請工事会社としての

工事参加資格停止などの社会的制裁を必然的に受けることとなり、今日に至っても経営に大きな打撃

を与え続けています。

　当社といたしましては、一日も早い経営基盤の安定化を目指し、全体的な構造改革を加速させるとと

もに、営業力強化に向けて全社一丸となって取り組んでいるところでございます。

　特に当中間連結会計期間のポイントとしては、株式会社アロートラストシステムズの当社保有株式の

全てを、経営の効率化と経営資源の増大をはかるために、平成20年7月8日をもちまして、株式会社TFS・

テクノ・フロンティア・サポートへ売却いたしました。

当中間連結会計期間における成果については、電気通信設備工事建設事業においては移動体通信工

事やネットワーク系設備工事を中心とした、情報システム事業においては受発注システムや財務管理

システム等の構築を中心とした、通信サービス事業においては法人顧客に対する通信コストの削減や

通信に関する業務改善を中心とした、業務代行サービス事業においては海外法人の常任代理人業務を

中心とした、各セグメントの技術力と顧客基盤を結集し、相互販売チャネルの有効活用だけではなく、

ノウハウ・人材の相互補完による相乗効果により、マルチな方向から事業展開を図り、収益の拡大に努

めてまいりました結果、売上額14億83百万円、営業損失1億43百万円、経常損失1億55百万円、中間純損失

95百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　なお、通信サービス事業及び業務代行サービス事業は前中間連結会計期間末以降に開始した事業のた

め、前連結中間会計期間との対比を省略しております。

　

①　電気通信設備工事等建設事業

電気通信設備工事等建設事業については、一昨年度、当社グループがジャスダック市場において上場

廃止という大きな社会的制裁を受け、お客様の信頼を大きく損ねたことにより、工事受注高が大幅に減

少し続ける状況から脱することが出来ず、売上高は前連結中間会計期間より4億25百万円減少し5億10

百万円、営業損失は1億30百万円増加し1億29百万円となりました。

　

②　情報システム事業

情報システム事業においては、電気通信設備工事等建設事業と同様の理由に加え、受注先の競争激化

によるコストダウンの要請、また受注先との見解の相違が発生して開発における瑕庇作業や重複作業

を余儀なくされたこともあり、売上高は前連結中間会計期間より10億22百万円減少し5億72百万円、営

業利益は1億37百万円減少し24百万円となりました。
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　③　通信サービス事業

通信サービス事業においては、電気通信設備工事等建設事業と同様の理由に加え、個人情報保護法改

正の影響による重複作業の発生や、同業他社の同一事業への参入による競争激化の影響を受けたこと

などにより、売上高3億57百万円、営業損失54百万円となりました。

　④　業務代行サービス事業

業務代行サービス事業においては、海外法人の常任代理人業務を行い、売上高42百万円、営業利益15

百万円となりました。

EDINET提出書類

株式会社ＡＴＳ(E00216)

半期報告書

 7/75



(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金および現金同等物(以下「資金」という)は、前中間連結会計期

間末に比べ1億64百万円減少し、当中間連結会計期間末は67百万円となりました。

 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要員は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動における各キャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失1億3百万円、仕入債務の減少額

3億29百万円、たな卸資産の増加額79百万円、立替払金の増加額59百万円による支出がありますが、売上

債権の減少額5億35百万円、未成工事受入金の増加額2億62百万円、未払退職金の増加額85百万円、未払

金の増加額65百万円等により、2億96百万円の収入となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収による収入66百万円がありますが、貸付による

支出3億7百万円等により、2億33百万円の支出となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金による収入4億45百万円がありますが、短期借入

金の返済による支出4億98百万円などにより、62百万円の支出となりました。
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２ 【施工高、受注工事高及び完成工事高の状況】

(1) 施工高

当中間連結会計期間における施工高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 施工高(千円) 前年同期比(％)

電気通信設備工事等建設事業 511,814 △40.5

通信サービス事業（注３） 357,885 ―

情報システム事業 650,109 △60.3

業務代行サービス事業（注４） 42,857 ―

合計 1,562,666 △37.5

(注) １　当中間期施工高は〔当中間期完成工事高＋当中間期末繰越施工高－前期末繰越施工高〕によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　通信サービス事業は、㈱アロートラストシステムズの合併による新規事業のため、前年同期比(％)は記載して

おりません。

４　業務代行サービス事業は、新規事業のため、前年同期比(％)は記載しておりません。

(2) 受注工事高

当中間連結会計期間における工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％)受注残高(千円)前年同期比(％)

電気通信設備工事等建設事業 525,767 △38.5 33,968 △63.9

通信サービス事業（注３） 357,885 ― ― ―

情報システム事業（注５） 988,838 △54.1 13,630 △98.5

業務代行サービス事業（注４） 42,857 ― ― ―

合計 1,915,347△37.8 47,599 △95.3

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約更改により請負金額に変更のあるものについては、その増減額を当中間期受
注工事高に含めております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　通信サービス事業は、㈱アロートラストシステムズの合併による新規事業のため、前年同期比(％)は記載して

おりません。

４　業務代行サービス事業は、新規事業のため、前年同期比(％)は記載しておりません。

５　情報システム事業の受注残高は、連結子会社であった㈱アロートラストシステムズの連結除外時の受注残高

1,038,642千円が除かれているため、前中間連結会計期間と比較して著しく減少しております。　　　　　　　　　　　　　
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(3) 完成工事高

当中間連結会計期間における完成工事高を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであり

ます。
　

事業の種類別セグメントの名称 完成工事高(千円) 前年同期比(％)

電気通信設備工事等建設事業 510,501 △45.5

通信サービス事業（注２） 357,885 ―

情報システム事業 572,269 △64.1

業務代行サービス事業 42,857 ―

合計 1,483,513 △41.4

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　通信サービス事業は、㈱アロートラストシステムズの合併による新規事業のため、前年同期比(％)は記載して

おりません。

３　主な相手先別の完成工事高及び当該完成工事高の総完成工事高に対する割合
　

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

完成工事高(千円) 割合(％) 完成工事高(千円) 割合(％)

明治安田生命相互会社 400,018 15.8 201,568　　 13.6
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３ 【対処すべき課題】

一昨年度のジャスダック市場における当社グループの株式上場廃止による社会的信頼喪失の影響が長期

化し、当社グループ経営の大きな足かせになっております。この状況から一刻も早く抜け出し、長期安定的

な経営基盤の確立をはかるために抜本的な構造改革を行ってまいりました。

当社グループを取り巻く環境は大変厳しい状況でありますが、株主の皆さま及びお客様の信頼を回復し、

期待にこたえられるような経営を目指す所存です。その達成のために次の課題に重点的に取り組んでまい

ります。

(１)　受注件数と売上高の拡大

優良顧客との関係強化並びに営業力の強化をはかり、当社の技術力の高さを積極的にPRすることによ

り、新規顧客の開拓に努めるとともに、リピーターの確保に努めます。

(２)　経営基盤の強化をはかり、社会の信頼を勝ち取り、利益創出型の企業になる事

当社が長期安定的な経営基盤を確立するためには、社会的な信頼回復が必要不可欠な条件であること

は言うまでもありません。そのためには、お客様にはつとめて正確な情報開示をはかりながら、社内にお

いても正確な情報の共有化に努め、意思決定のスピード化をはかり経営の迅速化に努めてまいります。具

体的な取組みの第一歩として、株式会社TTGホールディングスの資本金の減資を行うとともに、商号を株

式会社ATSに変更いたしました。当社は早期に、安定的に利益を創出できる体制を確立するとともに、株式

の再上場を目指して精進してまいります。
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４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

特記事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

特記事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴＳ(E00216)

半期報告書

13/75



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 287,000,000

計 287,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,757,51571,757,515非上場 ―

計 71,757,51571,757,515― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

　新株予約権(ストックオプション)

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権(ストックオ　プショ

ン)は次のとおりであります。

平成17年9月1日臨時株主総会特別決議　平成18年5月26日取締役会決議

中間会計期間末現在
(平成20年9月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数    150個(注)１ 　　　　　同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 　　　　　同左

新株予約権の目的となる株式の数     15,000  株 　　　　　

新株予約権の行使時の払込金額
21,000円

(1株あたり210円)
　　　　　同左

新株予約権の行使期間
平成20年5月27日から
平成22年9月 9日まで

　　　　　同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　210円
資本組入額　105円

　　　　　同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた者
(以下「新株予約権者」とい
う)は、権利行使の際に、当社
及び当社関係会社の取締役、
執行役員、監査役、顧問及び従
業員の地位にあることを要す
る。ただし、任期満了による退
任、定年退職、転籍、その他正
当な理由があると認めた場合
は、この限りではない。

②新株予約権者の権利行使期間
内の死亡の場合には新株予約
権者の相続人は、新株予約権
を相続する。

③その他の権利行使の条件は、
新株予約権割当契約に定める
ところによる。

　　　　　同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは
取締役の承認を要するものと
する。

　　　　　同左

代用払込み関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成20年6月26日(注) ― 71,757 ― 3,517,280△3,264,319 ―

　平成20年8月１日(注) ― 71,757△3,217,280300,000 ― ―

(注)　平成20年6月26日開催の定時株主総会における資本金及び資本準備金減少決議に基づくその他資本剰余金への振

替であります。

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ユニオンホールディングス株式
会社

東京都板橋区志村２丁目19番17号 25,590 35.66

株式会社証券保管振替機構（失
念口）(注)

東京都中央区日本橋茅場町２丁目１番１号 16,798 23.41

オメガプロジェクト・ホール
ディングス株式会社

東京都千代田区紀尾井町４－１ 5,390 7.51

山田　芳樹 東京都杉並区 750 1.05

青木　尚士 神奈川県横浜市港北区 700 0.98

松本　光雄 愛知県名古屋市瑞穂区 684 0.95

池田　由雄 千葉県千葉市花見川区 600 0.84

山本　隆一 高知県室戸市 600 0.84

島田　優 東京都江戸川区 500 0.70

新郷　成子 宮城県仙台市泉区 500 0.70

佐藤　敦子 東京都港区 500 0.70

安間　孝治 愛知県名古屋市守山区 500 0.70

斉藤　植夫 神奈川県横浜市金沢区 500 0.70

計 ― 53,613 74.74

(注)　株式会社証券振替機構(失念口)は証券振替機構名義の失念株式であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 71,757,300717,573 ―

単元未満株式 普通株式 215 ― ―

発行済株式総数 71,757,515― ―

総株主の議決権 ― 717,573 ―

(注) １「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が16,798,341株(議決権167,983 

個)及び実質的に所有していない自己株式300株(議決権3個)が含まれております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が300株(議決権3個)あります。なお、当

該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

　

２ 【株価の推移】

当社は非上場企業でありますので、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。

(役職の異動)

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 移動年月日

代表取締役
(社長)

取締役
(管理本部長)

小松　裕介
平成20年
８月11日

取締役
代表取締役
(社長)

遠山　善晴
平成20年
８月11日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年4月1日から平成

19年9月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成20年4月1日から平成20年9月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年4月1日

から平成20年9月30日まで)の中間財務諸表について、KDA監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 231,097 67,014 67,004

受取手形及び売掛金 491,097 1,316 638,849

完成工事未収入金 393,918 248,060 559,612

未成工事支出金 57,207 14,250 12,674

たな卸資産 208,603 1,760 308,846

立替金 － 59,632 －

未収入金 － 29,874 －

その他 48,368 28,418 94,687

貸倒引当金 △134,885 △129,492 △135,752

流動資産合計 1,295,408 320,834 1,545,923

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※２
 107,827

※２
 62,631

※２
 69,867

工具器具・備品（純額） 29,951 － 90,383

土地 ※２
 98,000

※２
 85,401

※２
 85,401

有形固定資産計 ※１
 235,778

※１
 148,032

※１
 245,651

無形固定資産 34,789 － 120,904

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 53,798

※２
 3,053

※２
 17,375

差入保証金 172,728 64,967 197,671

その他 14,103 7,720 12,626

投資その他の資産計 240,631 75,742 227,673

固定資産合計 511,199 223,774 594,229

繰延資産

新株発行費 49,914 － －

繰延資産合計 49,914 － －

資産合計 1,856,521 544,608 2,140,152
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(単位：千円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 247,610 92,948 178,559

買掛金 235,538 6,432 528,858

短期借入金 ※２
 －

※２
 249,150

※２
 275,200

1年内償還予定の転換社債 400,000 － 400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※２
 24,000

※２
 12,000

※２
 63,014

未払金 316,829 417,077 407,246

未払消費税等 － 15,418 75,471

未払法人税等 7,810 2,010 11,539

未払費用 － 56,002 102,494

預り金 － 56,100 －

賞与引当金 103,197 12,976 65,205

完成工事補償引当金 4,383 668 2,986

工事損失引当金 30,000 13,440 13,440

その他の引当金 － － 1,665

その他 222,692 2,906 87,672

流動負債合計 1,592,061 937,132 2,213,352

固定負債

長期借入金 ※２
 16,000

※２
 417,500

※２
 29,161

長期未払金 175,254 76,610 153,366

退職給付引当金 753,769 203,933 722,509

繰延税金負債 7,033 － 6

固定負債合計 952,057 698,044 905,043

負債合計 2,544,119 1,635,176 3,118,396

純資産の部

株主資本

資本金 3,517,280 300,000 3,517,280

資本剰余金 3,264,319 － 3,264,319

利益剰余金 △7,479,428 △1,390,462 △7,776,353

自己株式 △105 △105 △105

株主資本合計 △697,935 △1,090,567 △994,859

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,337 － 9

評価・換算差額等合計 10,337 － 9

少数株主持分 － － 16,607

純資産合計 △687,597 △1,090,567 △978,243

負債純資産合計 1,856,521 544,608 2,140,152
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②【中間連結損益計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

売上高 2,531,241 1,483,513 5,169,086

売上原価 2,275,263 1,328,134 4,596,647

売上総利益 255,978 155,379 572,438

販売費及び一般管理費

役員報酬 47,700 57,618 106,800

給料及び手当 128,560 109,200 279,760

退職給付費用 10,360 12,041 22,747

法定福利費 28,943 21,463 58,792

旅費及び交通費 11,918 11,583 26,959

地代家賃 42,073 27,783 81,565

支払報酬 15,292 8,087 31,801

賞与引当金繰入額 9,508 8,147 13,269

減価償却費 14,638 1,201 31,133

その他 72,371 42,124 138,400

販売費及び一般管理費合計 381,366 299,252 791,229

営業損失（△） △125,387 △143,872 △218,790

営業外収益

受取利息 558 62 2,563

受取配当金 1,295 345 1,563

受取賃貸料 － 13,796 －

技術指導料 － 7,500 －

雑収入 － 395 2,458

貸倒引当金戻入額 － － 58

その他 17,399 2,558 20,645

営業外収益合計 19,254 24,658 27,287

営業外費用

支払利息 12,016 11,323 20,963

不動産賃貸費用 － 14,539 －

租税公課 － 5,924 －

新株発行費償却 49,914 － 99,828

その他 14 4,331 2,276

営業外費用合計 61,945 36,117 123,068

経常損失（△） △168,078 △155,331 △314,570

EDINET提出書類

株式会社ＡＴＳ(E00216)

半期報告書

21/75



(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

特別利益

関係会社株式売却益 － 75,176 －

貸倒引当金戻入額 － 222 －

投資有価証券売却益 4,000 50 21,164

前期損益修正益 ※１
 4,449

※１
 －

※１
 4,459

賞与引当金戻入額 － － 2,357

その他 ※２
 －

※２
 38,960

※２
 －

特別利益合計 8,449 114,410 27,980

特別損失

退職給付会計基準変更時差異の処理額 ※３
 －

※３
 29,835

※３
 －

特別退職金 － 17,998 22,414

投資有価証券評価損 74,385 4,200 74,385

事務所移転費用 13,369 828 26,110

貸倒引当金繰入額 81,424 － 81,324

早期割増退職金 77,803 － 77,803

貸倒損失 69,196 － －

工事損失引当金繰入額 30,000 － －

固定資産評価損 17,401 － －

固定資産除却損 11,715 － 21,913

合併関連費用 ※４
 －

※４
 －

※４
 119,839

減損損失 ※５
 －

※５
 －

※５
 82,359

その他 ※６
 1,000

※６
 10,147

※６
 28,388

特別損失合計 376,295 63,010 534,538

税金等調整前中間純損失（△） △535,924 △103,932 △821,128

法人税、住民税及び事業税 2,223 1,353 4,035

少数株主利益又は少数株主損失（△） － △9,577 9,909

中間純損失（△） △538,148 △95,708 △835,073
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,517,280 3,517,280 3,517,280

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － △3,217,280 －

当中間期変動額合計 － △3,217,280 －

当中間期末残高 3,517,280 300,000 3,517,280

資本剰余金

前期末残高 3,264,319 3,264,319 3,264,319

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 3,217,280 －

欠損填補 － △6,481,599 －

当中間期変動額合計 － △3,264,319 －

当中間期末残高 3,264,319 － 3,264,319

利益剰余金

前期末残高 △6,941,280 △7,776,353 △6,941,280

当中間期変動額

中間純損失（△） △538,148 △95,708 △835,073

欠損填補 － 6,481,599 －

当中間期変動額合計 △538,148 6,385,890 △835,073

当中間期末残高 △7,479,428 △1,390,462 △7,776,353

自己株式

前期末残高 △105 △105 △105

当中間期末残高 △105 △105 △105

株主資本合計

前期末残高 △159,786 △994,859 △159,786

当中間期変動額

中間純損失（△） △538,148 △95,708 △835,073

資本金から剰余金への振替 － － －

欠損填補 － － －

当中間期変動額合計 △538,148 △95,708 △835,073

当中間期末残高 △697,935 △1,090,567 △994,859
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 9,630 9 9,630

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 707 △9 △9,621

当中間期変動額合計 707 △9 △9,621

当中間期末残高 10,337 － 9

評価・換算差額等合計

前期末残高 9,630 9 9,630

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 707 △9 △9,621

当中間期変動額合計 707 △9 △9,621

当中間期末残高 10,337 － 9

少数株主持分

前期末残高 － 16,607 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） － △16,607 16,607

当中間期変動額合計 － △16,607 16,607

当中間期末残高 － － 16,607

純資産合計

前期末残高 △150,156 △978,243 △150,156

当中間期変動額

中間純損失（△） △538,148 △95,708 △835,073

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 707 △16,616 6,985

当中間期変動額合計 △537,440 △112,324 △828,087

当中間期末残高 △687,597 △1,090,567 △978,243
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー計

算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △535,924 △103,932 △821,128

減価償却費 20,136 9,110 50,724

減損損失 － － 82,359

無形固定資産償却費 17,401 － 17,401

新株発行費償却 49,914 － 99,828

投資有価証券評価損益（△は益） 74,385 4,200 74,385

持分変動損益（△は益） － － 6,697

固定資産除却損 20,904 － 36,974

その他の特別損益（△は益） － － 119,839

貸倒引当金の増減額（△は減少） 81,416 △436 81,291

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,803 29,348 △58,995

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,548 △48,908 △18,654

その他の引当金の増減額（△は減少） 28,939 △395 10,982

受取利息及び受取配当金 △1,854 △408 △4,126

支払利息 12,016 11,323 20,963

投資有価証券売却損益（△は益） △4,000 △50 △21,194

関係会社株式売却損益（△は益） － △75,176 －

売上債権の増減額（△は増加） 840,397 535,148 699,953

たな卸資産の増減額（△は増加） 31,314 △79,152 60,335

立替金の増減額（△は増加） － △59,723 －

その他の流動資産の増減額（△は増加） 12,694 7,129 7,304

仕入債務の増減額（△は減少） △481,863 △329,128 △428,960

未払金の増減額（△は減少） △56,809 150,937 △78,525

未成工事受入金の増減額（△は減少） － 262,041 －

預り金の増減額（△は減少） － 74,876 －

長期未払金の増減額（△は減少） △12,470 △76,756 △34,358

その他の流動負債の増減額（△は減少） △69,232 △274 △41,179

小計 29,110 309,773 △138,051

利息及び配当金の受取額 1,854 938 2,471

利息の支払額 △12,016 △11,323 △20,963

法人税等の支払額 △6,961 △3,154 △7,621

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,987 296,234 △164,165
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(単位：千円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー計

算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,446 △279 △5,298

有形固定資産の売却による収入 4,777 － －

無形固定資産の取得による支出 － △1,684 △1,260

投資有価証券の売却による収入 54,000 158 90,230

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 26,568 －

貸付けによる支出 △51,895 △307,505 △321,977

貸付金の回収による収入 52,234 66,287 283,539

投資その他の資産の増減額（△は増加） 61,333 △17,208 63,282

投資活動によるキャッシュ・フロー 117,003 △233,663 108,516

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 120,000 445,538 170,000

短期借入金の返済による支出 △185,000 △498,088 △216,700

長期借入れによる収入 － 400,000 －

長期借入金の返済による支出 △12,000 △10,011 △20,197

転換社債の買入消却による支出 △100,000 △400,000 △100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △177,000 △62,561 △166,897

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △48,009 9 △222,545

現金及び現金同等物の期首残高 279,106 67,004 279,106

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少）

－ △73,431 10,443

現金及び現金同等物の中間期末残高 231,097 67,014 67,004

EDINET提出書類

株式会社ＡＴＳ(E00216)

半期報告書

26/75



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当社グループは、前連結会計年度に

過年度有価証券報告書等の大幅な訂

正を行った結果、ジャスダック市場

において平成19年１月７日を以って

当社株式は上場廃止に至りました。

その影響により、大口ユーザーの取

引停止、元受工事会社としての工事

参加停止等、過去の企業経営に対す

る社会的な制裁を受けており、当社

グループを取り巻く環境は非常に厳

しくなっております。当中間連結会

計期間においても、厳しい環境のも

と、引き続き競争激化によるコスト

ダウン要請、小規模工事等の増加、瑕

疵対応による重複作業等により原価

増が余儀なくされ、過去複数年と同

様に営業損失となり、継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

ります。

　これを解消すべく、当面は固定系通

信と移動体通信の融合の進捗具合に

機敏に対応し、ＩＴ化の導入がこれ

から本格化する中堅企業に対し、経

営効率改善を目的としたソリュー

ション活動を強化し、ユビキタス

ネットワーク社会の実現へ貢献する

とともに、企業としての信頼回復に

努め、企業活動を持続できるよう収

益基盤の強化に取り組んでまいりま

す。

　なお、変化を続ける社会・経済状況

への機動的対応や蓄積された技術力

に基づく顧客サービスの充実・向上

を図るために平成18年12月25日に会

社分割による持株会社体制への移行

及び商号変更を実施し、新設会社で

ある株式会社ＴＴＧに当社の持つ建

設・情報システム事業を承継させ経

営と事業との分離を図りました。

　加えて、平成19年３月20日に株式会

社ＴＴＧは会社分割を実施し、新設

会社の株式会社アロートラストシス

テムズに情報システム事業を承継さ

せました。

　当社グループは、前連結会計年度に

3億14百万の経常損失及び8億35百万

円の当期純損失を計上し、また、一昨

年のジャスダック市場において当社

株式が上場廃止に至った結果、大口

顧客の取引停止や元請工事会社とし

ての工事参加資格停止などの社会的

制裁を必然的に受けることとなり、

今日に至っても経営に大きな打撃を

与え続けています。当中間連結会計

期間においても、厳しい環境のもと、

引き続き競争激化によるコストダウ

ン要請、小規模工事等の増加、瑕疵対

応による重複作業等により原価増が

余儀なくされ、１億55百万円の経常

損失、さらに95百万円の中間純損失

となり継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。

　これを解消すべく、引き続き経営の

合理化・効率化の徹底を行い、より

一層の社内経費の削減を行うと共

に、電気通信設備工事建設事業にお

いては移動体通信工事やネットワー

ク系設備工事を中心とした、情報シ

ステム事業においては受発注システ

ムや財務管理システム等の構築を中

心とした、通信サービス事業におい

ては法人顧客に対する通信コストの

削減や通信に関する業務改善を中心

とした、業務代行サービス事業にお

いては海外法人の常任代理人業務を

中心とした、各セグメントの技術力

と顧客基盤を結集し、相互販売チャ

ネルの有効活用だけではなく、ノウ

ハウ・人材の相互補完による相乗効

果により、マルチな方向から、企業価

値の最大化を図ってまいります。

　なお、株式会社アロートラストシス

テムズの当社保有株式の全てを、経

営の効率化と経営資源の増大をはか

るために、平成20年7月8日をもちま

して、株式会社TFS・テクノ・フロン

ティア・サポートへ売却いたしまし

た。

　中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。

 

　当社グループは、前連結会計年度に

５億30百万円の経常損失及び15億26

百万円の当期純損失を計上し、当連

結会計年度においても前連結会計年

度で当社株式がジャスダック市場に

おいて上場廃止となったことに伴

い、大口ユーザーの取引停止、元請工

事会社としての工事参加資格停止等

過去の企業経営に対する社会的な制

裁を引続き受けたこと、また前連結

会計年度に引続き競争激化によるコ

ストダウン要請、小規模工事の増加、

瑕疵対応のための修正や重複作業が

余儀なくされたため、３億14百万円

の経常損失、さらに投資有価証券評

価損、合併差損等の特別損失計上に

より８億35百万円の当期純損失とな

り継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。

　これらの状況を解消すべく、株式会

社アロートラストシステムズにおい

ては、平成20年２月29日に日本テレ

ネット株式会社と合併し経営の合理

化・効率化・規模拡大による収益基

盤の強化を図りました。

　また、株式会社ＴＴＧは、経営組織

の見直しや新規取引先との提携で、

経営効率の改善、収益基盤の強化を

実施してまいりました。

　加えて、株式会社ＴＴＧ北海道を平

成19年11月６日に設立し、株式会社

ＴＴＧ北海道事業本部の経営委託の

受け皿会社としてグループ全体の企

業価値を高める工夫をしてまいりま

した。

　連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　これは、株式会社ＴＴＧは建設事業

と情報システム事業という２つの事

業を営んでおりましたので、これを

分離させて効果的な経営資源の注入

を図ることで両者の企業価値を高め

ることとしたものであり、今後の業

績回復が期待できる環境・体制が整

い、その効果も徐々に現れておりま

す。

　中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、上記のよ

うな重要な疑義の影響を中間連結財

務諸表には反映しておりません。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

連結子会社―２社

㈱ＴＴＧ

㈱アロートラスト

　システムズ

平成19年６月15日

に連結子会社であ

る「株式会社ＴＴ

Ｇ」が100%保有し

ておりました「株

式会社アロートラ

ストシステムズ」

を当社が取得して

おります。

 

連結子会社―３社

㈱ＴＴＧ

㈱ＴＴＧ北海道
　　　 ㈱ＴＴＧ東日本
      従来、連結子会社

      であった㈱アロー

      トラストシステム

      ズは、保有株式売

      却に伴い当中間連

      結会計期間より連

      結の範囲から除外

      しました。
　　　㈱ＴＴＧ東日本に関
　　　しましては、平成20
　　　年６月16日付で登記
　　　いたしましたが、現
　　　在設立中につき、実
　　　際の業務等は行って
　　　おりません。　　　　

連結子会社―３社

㈱ＴＴＧ

㈱アロートラスト

　システムズ

       ㈱ＴＴＧ北海道
       ㈱アロートラスト
       システムズについ
       ては、当社が平成
       19年６月15日に
       て、連結子会社で
       ある㈱ＴＴＧが
       100％保有していた
       ㈱アロートラスト
       システムズ全株式
       の取得を行ったこ
       とにより、㈱ＴＴ
       Ｇ北海道について
       は、当社が平成19
       年11月６日に設立
       したことにより、
       それぞれ連結子会
       社に加えておりま
       す。

２　持分法の適用に関

する事項

 

持分法の非適用会社
　―関連会社　　２社
協都通信㈱

㈱光テレホニイ

 

持分法の非適用会社
同左

 

 

 

持分法の非適用会社
同左

 

 

 

持分法の非適用会社は、そ

れぞれ中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分

法の適用から除外しており

ます。

　　　　　同左 持分法非適用会社は、それ

ぞれ連結当期純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め、持分法の適用から除外

しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

３　連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

        同左

連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４　会計処理基準に関

する事項

　(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①　有価証券

 

①　有価証券

 

①　有価証券

 

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は主として移動平均

法により算定してお

ります)

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　 同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　連結決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定してい

る)

　　　時価のないもの

　　　主として移動平均法に

よる原価法

　　　時価のないもの

同左
 

　　　時価のないもの

同左

②　たな卸資産

　　　主として個別法による

原価法

②　たな卸資産

同左
 

②　たな卸資産

同左

――――― ③　未成工事支出金

　　　個別法による原価法

③　未成工事支出金

同左

　(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

①　有形固定資産

　　定率法によっておりま

す。但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除

く）については、定額

法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は

次のとおりでありま

す。

建物・構築物

　　　　８年～50年

工具器具備品

　　　　３年～15年

 

①　有形固定資産（リース

資産を除く）
建物（建物附属設備は除
く）
a　平成10年３月31日以前
   に取得したもの
   旧定率法によっており
   ます。
b　平成10年４月１日から
   平成19年３月31日まで
   取得したもの
   旧定額法によっており
   ます。
c　平成19年４月１日以降　
   に取得したもの
   定額法によっておりま
   す。
建物以外
a　平成19年３月31日以前
   に取得したもの
   旧定率法によっており
   ます。
b　平成19年４月１日以降
   に取得したもの
   定率法によっておりま
   す。
   但し、連結子会社であ
   る株式会社アロートラ
   ストシステムズにおい
   て、工具器具備品の一
   部については、５年に
   よる定額法によってお
   ります。

①　有形固定資産

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正

する法律　平成19年３

月30日　法律第６号)及

び(法人税法施行令の

一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政

令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に

取得したものについて

は、改正後の法人税法

に基づく方法に変更し

ております。当該変更

に伴う損益に与える影

響は軽微であります。

　（会計方針の変更）

　法人税法の改正((所

得法等の一部を改正す

る法律　平成19年３月

30日 法律第６号)及び

（法人税法施行令の一

部を改正する政令　平

成19年３月30日政令第

83号))に伴い、当連結

会計年度から、平成19

年４月１日以降に取得

したものについては、

改正後の法人税法に基

づく方法に変更してお

ります。

   なお、この変更によ

る損益に与える影響は

軽微であります。

　　(追加情報)

　当中間連結会計期間

から、平成19年３月31

日以前に取得したもの

については、償却可能

限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で

均等償却する方法に

よっております。当該

変更に伴う損益に与え

る影響は軽微でありま

す。

　　(追加情報)

　当連結会計年度より、

法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固

定資産で改正前の法人

税法に基づき償却可能

限度額まで償却した資

産について、その残存

簿価を償却可能限度額

に達した連結会計年度

の翌連結会計年度以後

５年間で備忘価格まで

均等償却を行う方法に

変更しております。

　なお、この変更による

損益に与える影響は軽

微であります。

②　無形固定資産

　　定額法によっておりま

す。

　　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社

内における利用可能期

間(５年)に基づいてお

ります。

―――――
 

 

②　無形固定資産

     定額法によっておりま

　　 す。

　　 なお、自社利用のソフ

　　 トウェアについては、

　　 社内における利用可能

     期間(５年)に基づいて

     おります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――
 

③　リース資産

　　所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る

「有形固定資産」中の

リース資産は、リース

期間を耐用年数とした

定額法によっておりま

す。なお、残存価額につ

いては、リース契約上

に残価保障の取決めが

あるものは当該残価保

障額とし、それ以外の

ものは零としておりま

す。
 

―――――
 

　(3) 重要な繰延資産

の処理方法

①　新株発行費

　　３年間にわたり均等償却

しております。

―――――
 

 

―――――
 

 

　(4) 重要な引当金の

計上基準

①　貸倒引当金

　　売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、

一般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。

①　貸倒引当金

同左

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　　従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づ

き計上しております。

②　賞与引当金

同左

②　賞与引当金

同左

③　完成工事補償引当金

　　当中間連結会計期間末に

至る１年間の完成工事

高の見積補償額に基づ

いて計上しておりま

す。

③　完成工事補償引当金

同左
 

③　完成工事補償引当金

　　当連結会計年度末に至る

１年間の完成工事高の

見積補償額に基づいて

計上しております。

④　工事損失引当金

　　当中間連結会計期間末に

おいて見込まれる未引

渡工事の損失発生に備

えるため、当該見込額

を計上しております。

④　工事損失引当金

同左
 

④　工事損失引当金

当連結会計期間末にお

いて見込まれる引渡済

工事の損失発生に備え

るため、当該見込額を

計上しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

　　会計基準変更時差異につ

いては、15年による按

分額を費用処理してお

ります。

　　数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)によ

る按分額を定額法によ

り、それぞれ発生の翌

連結会計年度より費用

処理しております。

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、「退職給付会

計に関する実務指針

(中間報告)(日本公認

会計士協会会計制度委

員会報告第13号)に定

める簡便法(退職給付

に係る期末自己都合退

職要支給額を退職給付

債務とする方法)によ

る当中間連結会計期間

末における退職給付債

務(適格退職年金制度

により支給される部分

を除く)に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。
(会計方針の変更）
当中間連結会計期間より退
職給付債務の算定方法を原
則法から簡便法に変更して
おります。
前連結会計年度以前は、連
結子会社の㈱TTGおよび㈱
アロートラストシステムズ
を含め退職給付引当金の対
象人員はおおむね300人以
上でありましたが、当中間
連結会計期間末では、㈱ア
ロートラストシステムズの
保有株式の売却などの影響
により、大幅に対象人員が
減少いたしました。また今
後も人員の増加は見込まれ
ません。そのため、数理計算
結果に一定の高い水準の信
頼性が得られる人員とはな
らないため、会計処理の簡
便性も含め、簡便法へ変更
いたしました。この変更に
より、当中間連結会計期間
の税金等調整前中間純損失
は29,835千円増加しており
ます。
 

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき計上して

おります。

　　会計基準変更時差異につ

いては、15年による按

分額を費用処理してお

ります。

　　数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度

の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数(15年)によ

る按分額を定額法によ

り、それぞれ発生の翌

連結会計年度より費用

処理しております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(5) 重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

当社及び国内連結子会社の

所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成20年４

月１日前に開始する連結会

計年度に属するものについ

ては、通常の賃貸借取引に

準じた会計処理によってお

ります。

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

　(6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５　中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。

同左 同左
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【表示方法の変更】

　
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日 (自　平成20年４月１日 

  至　平成19年９月30日)   至　平成20年９月30日)

―――――― (中間連結貸借対照表)

 前中間連結会計期間において流動

資産の「その他」に含めて表示して

おりました「立替払金」(前中間連

結会計期間5,620千円)、及び「未収

入金」(前中間連結会計期間4,207千

円)、また流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払費

用」(前中間連結会計期間83,021千

円)及び「預り金」(前中間連結会計

期間18,729千円)については、資産総

額の100分の５超となったため、当中

間連結会計期間より区分掲記してお

ります。
 
(中間連結キャッシュ・フロー計算
書)
 前中間連結会計期間において営業

活動におけるキャッシュ・フローの

「その他流動資産の減少額(△は増

加)」に含めて表示しておりました

「立替払金の減少額(△は増加)」

(前中間連結会計期間△72千円)、ま

た「その他流動負債の増加額(△は

減少)」に含めて表示しておりまし

た「未成工事受入金の増加額(△は

減少)」(前中間連結会計期間6,817

千円)及び「預り金の増加額(△は減

少)」(前中間連結会計期間△16,323

千円)については、重要性が増したた

め、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　 　　　　315,819千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額 　　　 　　222,089千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　617,545千円

※２　担保資産

　このうち業務資金借入金

40,000千円(長期借入金

16,000千円、１年以内に返済

予定の長期借入金24,000千

円)の担保として抵当に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

建物 67,824千円(帳簿価額)

土地 98,000千円(帳簿価額)

計 165,824千円(帳簿価額)

※２　担保資産

　このうち業務資金借入金

46,650千円(短期借入金

17,150千円、長期借入金

17,500千円、１年以内に返済

予定の長期借入金12,000千

円)の担保として抵当に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

建物 62,631千円(帳簿価額)

土地 85,401千円(帳簿価額)

投資有価
証券

2,415千円(帳簿価額)

計 150,447千円(帳簿価額)

※２　担保資産

　このうち業務資金借入金

54,000千円(短期借入金

20,000千円、長期借入金

22,000千円、１年以内に返済

予定の長期借入金12,000千

円)の担保として抵当に供し

ているものは、次のとおりで

あります。

建物 85,401千円(帳簿価額)

土地 63,347千円(帳簿価額)

投資有価
証券

6,615千円(帳簿価額)

計 155,363千円(帳簿価額)

――――― 　３　偶発債務

　当社の連結子会社である株

式会社ＴＴＧは、平成20年３

月17日にて、日本テクロ株式

会社より、ＮＥＣネッツエス

アイ株式会社に対する支払残

額66,700千円の連帯保証債務

履行の求償金請求として東京

地方裁判所にて提訴を受けて

おります。

　原告の主張する連帯保証

66,700千円については、当社

グループとしては売買契約が

既に解除され、当該部分につ

いては、ＮＥＣネッツエスア

イ株式会社と原告間の直接の

売買契約となったものであ

り、主たる債務が既に消滅し

ているものであるから、支払

義務はないものと認識してお

ります。

　３　偶発債務

同左
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　前期損益修正益は、前期未成工

事受入金の売上計上不足によ

るものであります。

―――――
 

 
 

※１　前期損益修正益は、前期未成工

事受入金の売上計上不足によ

るものであります。

――――― ※２　その他の特別利益の内訳は、次

のとおりであります。

債権買入益　 　　　　38,960千円

―――――

――――― ※３　退職給付会計基準変更時差異

償却は、退職給付債務の算定

方法を原則法から簡便法に変

更における退職給付会計基準

変更時差異等の一括償却によ

るものであります。

―――――

――――― ――――― ※４　合併差損は、連結子会社である

株式会社アロートラストシス

テムズが平成20年２月29日吸

収合併した日本テレネット株

式会社の承継資産額と承継負

債額との差額計上分でありま

す。

――――― ――――― ※５　減損損失

当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

株式会社ＡＴＳ

本社

東京都品川区

本社機能 ソフトウェア 19,760

株式会社ＴＴＧ

本社・東日本事

業部

東京都品川区

本社機能

及び事業

部門

建物・構築物

工具器具備品

ソフトウェア

30,434

9,423

557

株式会社ＴＴＧ

西日本事業部

大阪府大阪市

事業部門 工具器具備品 1,563

株式会社ＴＴＧ

北海道事業部

北海道札幌市

事業部門

土地

建物・構築物

工具器具備品

12,599

5,564

2,456

      　当社グループは、各社とも地

域別に事業部を組織し活動を

行っているため、資産グルー

プとして分類し評価をおこ

なっております。

　上記グループについては、継

続して営業損失を計上してお

り、帳簿価格を回収可能額ま

で減損し、当該減少額を減損

損失(82,359千円)として特別

損失に計上しております。

　なお、当資産グループの回収

可能額は、固定資産課税標準

額により測定しております。
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※６　その他の特別損失の内訳は、次

のとおりであります。

差入保証金償却　　　 1,000千円

※６　その他の特別損失の内訳は、次

のとおりであります。

債権譲渡損　 　　　　10,147千円

※６　その他の特別損失の内訳は、次

のとおりであります。

無形固定資産評価損　 17,401千円

持株変動差損　　　　 7,095千円

貸倒損失等　　　　　 2,496千円

差入保証金償却　　　 1,000千円

固定資産売却損　　　    388千円

関係会社株式売却損　      6千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 71,757,515 ― ― 71,757,515

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315
　

　

３　新株予約権等に関する事項
　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社
第１回無担保転換社
債型新株予約権付社
債

普通株式 10,000,000― 2,000,0008,000,000―

合計 10,000,000― 2,000,0008,000,000―

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少2,000,000株は、早期償還における権利喪失によるものであ

ります。

　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 71,757,515 ― ― 71,757,515

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315
　

　

３　新株予約権等に関する事項
　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社
第１回無担保転換社
債型新株予約権付社
債

普通株式 8,000,000― 8,000,000― ―

合計 8,000,000― 8,000,000― ―

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少8,000,000株は、償還期日到来における権利喪失によるもので

あります。

　

　

４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　１　発行済株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 71,757,515 ― ― 71,757,515

　

　２　自己株式に関する事項

　

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 315 ― ― 315

　

　３　新株予約権等に関する事項

　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度
末残高
(千円)

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
第１回無担保転換社
債型新株予約権付社
債

普通株式 10,000,000― 2,000,0008,000,000―

合計 10,000,000― 2,000,0008,000,000―

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の減少は、繰上償還によるものであります。

　

　４　配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日)

現金及び
預金

231,097千円

現金及び
現金同等物

231,097千円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成20年９月30日)

現金及び
預金

67,014千円

現金及び
現金同等物

67,014千円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び
預金

67,004千円

現金及び
現金同等物

67,004千円
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

工具・器具・備品
(千円)

取得価額
相当額

4,390

減価償却
累計額
相当額

3,219

中間期末
残高相当額

1,170

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 　　重要性がないため記載を省略し

ております。

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

工具・器具・備品
(千円)

取得価額
相当額

14,590

減価償却
累計額
相当額

10,490

期末残高
相当額

4,100

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

　１年以内 957千円

　１年超 319千円

　合計 1,276千円

②　未経過リース料期末残高相当額

 

　１年以内 2,934千円

　１年超 1,802千円

　合計 4,736千円

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

　　　支払リース料 478千円

　　　減価償却費
　　　相当額

439千円

　　　支払利息相当額 26千円

③　支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

　　　支払リース料 2,392千円

　　　減価償却費
　　　相当額

2,201千円

　　　支払利息相当額 168千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

おります。

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

――――― ２　転リース取引

 　　重要性がないため記載を省略し

ております。

―――――
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(有価証券関係)

　

前中間連結会計期間末(平成19年９月30日)

１　時価のある有価証券

　

区分 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

その他有価証券

①　株式 19,173 36,545 17,371

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

なお、当中間連結会計期間において減損処理は行っておりません。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

①　非上場株式 17,253

(注) 当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損73,385千円を計上しております。

　

当中間連結会計期間末(平成20年９月30日)

１　時価のある有価証券

該当事項はありません。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

①　非上場株式 3,053

(注)当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損　4,200千円を計上しております。
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前連結会計年度末(平成20年３月31日)

１　時価のある有価証券

　

区分 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

①　株式 107 122 15

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

①　非上場株式 17,253

(注)　当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損73,385千円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　該当事項はありません。

　

　当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　該当事項はありません。

　

　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　
電気通信設備
工事等建設事業
(千円)

情報システム
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 936,2101,595,0302,531,241 ― 2,531,241

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,073 5,793 19,867 (19,867) ―

計 950,2841,600,8242,551,108(19,867)2,531,241

営業費用 949,7391,438,7072,388,446268,1822,656,629

営業利益又は営業損失(△) 544 162,116 162,661(288,049)△125,387

(注) １　事業区分の方法
　事業区分の方法は、中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容
①　電気通信設備工事等建設事業…通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業
②　情報システム事業………………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務

３　当中間連結会計期間における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(287,788千円)
の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
電気通信設
備工事等建
設事業(千
円)

通信サービ
ス事業
(千円)

情報システ
ム
事業
(千円)

業務代行
サービス事
業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

510,501357,885572,26942,8571,483,513 ― 1,483,513

(2) セグメント間の内　
　　部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―  

計 510,501357,885572,26942,8571,483,513 ― 1,483,513

営業費用 640,376412,175547,34227,4511,627,386 ― 1,627,386

営業利益又は営業損
失(△)

△129,874△54,28924,88615,405△143,872 ― △143,872

(注) １　事業区分の方法
　事業区分の方法は、中間連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容
①　電気通信設備工事等建設事業…通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業

②　通信サービス事業……………各種音声通話サービスの提供、情報通信サービスの加入取次などの事業

③　情報システム事業………………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務

④　業務代行サービス事業…………海外法人の常任代理人業務

３　従来、配賦営業不能費用として営業費用の消去又は全社に含めていた当社の管理部門に係る費用(27,451千円)
は、配賦可能となったため、業務代行サービス事業に含めて表示しております。
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前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
電気通信設備
工事等建設事

業
(千円)

通信サービス
事業

(千円)

情報システム
事業(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売
上高

1,787,641128,8763,252,5685,169,086 ― 5,169,086

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,289 ― 19,561 37,850 (37,850) ―

計 1,805,931128,8763,272,1305,206,937(37,850)5,169,086

営業費用 1,883,046144,3053,247,5155,274,867113,0095,387,876

営業利益又は営業損失
(△)

△77,115△15,429 24,614△67,929 (150,860)△218,790

(注) １　事業区分の方法

　事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

①　電気通信設備工事等建設事業…通信機械工事、伝送無線工事、電気工事並びにこれらに関連する事業

②　通信サービス事業…各種音声通話サービスの提供、情報通信サービスの加入取次などの事業

③　情報システム事業………………各種コンピュータのソフトウェアの設計・作成及び運用等の業務

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(150,860千円)の主

なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

４月１日　至　平成20年９月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)につ

いては、在外支店及び在外連結子会社がないため該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)、当中間連結会計期間(自　平成20年

４月１日　至　平成20年９月30日)及び前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)につ

いては、海外売上高がないため該当事項はありません。
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(企業結合等関係)
　

前中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

(共通支配下の取引等)

１　結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容

株式会社アロートラストシステムズ　(内容：情報システム事業)

(2) 企業結合の法的形式

共通支配下の取引

(3) 結合後企業の名称

株式会社アロートラストシステムズ

(4) 取引の目的を含む取引の概要

子会社株式会社ＴＴＧより株式会社アロートラストシステムズ株式を買取。

　

２　実施した会計処理の概要

　子会社株式会社ＴＴＧより現金にて買取。

　

３　子会社株式の追加取得に関する事項

(1) 取得原価及びその内訳

取得の対価
　㈱アロートラストシステムズの株式 275,844千円

取得原価 275,844千円
　

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

該当事項はありません。

　

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

該当事項はありません。

　

(4) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該中間連結会計年度以降の会計処理方

針

該当事項はありません。

　

(5) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

該当事項はありません。
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当中間連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　　 該当事項はありません

　  前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　(パーチェス法適用)

　１　被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的

　　法的形式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率

　　(1)被取得企業の名称及び事業の内容

　　　日本テレネット株式会社　通信サービス事業

　　(2)企業結合を行った主な理由

　　　　当社の連結子会社である株式会社アロートラストシステムズと日本テレネット株式会社は

　　　激変する市場環境に迅速に対応するため、経営の合理化、効率化の徹底と規模拡大による収益

　　　力を強化することで、一層の企業価値の向上を目指していくことを目的とし、合併することと

　　　いたしました。

　　(3)企業結合日

　　　平成20年２月29日

　　(4)企業結合の法的形式

　　　合併

　　(5)結合後企業の名称

　　　株式会社アロートラストシステムズ(連結子会社)

　　(6)取得した議決権比率

　　　100%

　２　連結財務諸表に含まれている日取得企業の業績の期間

　　平成20年３月１日から平成20年３月31日まで

　３　被取得企業の取得原価及びその内訳

　　　　取得の対価

　㈱アロートラストシステムズの株式　　　　　　　　　　　　　―千円

　取得に直接要した支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―千円

 　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―千円

　４　株式の種類別の合併比率及びその算出方法並びに交付株式数及びその評価額

　　(1)株式の種類及び合併比率

　　　普通株式　株式会社アロートラストシステムズ１:日本テレネット株式会社０.２

　　(2)合併比率の計算方法

　　　株式会社アロートラストシステムズ及び日本テレネット株式会社ともに修正簿価純資産方式

　　　・DFC方式をウェイト付けした算定結果をもとに両社協議のうえ決定しました。

　　(3)交付株式及び評価額

　　　普通株式　　　1702株　　　―千円

　５　発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　発生した負ののれんの金額　　　　　　119,839千円

　　償却方法　　　　　　　　　　　　　　　定額法

　　償却年数　　　　　　　　　　　　　　　　１年

　６　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　流 動 資 産　　　　　　275,567千円        流 動 負 債　　　　　570,990千円
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　固 定 資 産　　　　　　241,899千円　　　　固 定 負 債　　　　　 66,316千円

　資 産 合 計　　　　　　517,467千円　　　　負 債 合 計　　　　　637,306千円
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 △9.58円１株当たり純資産額 △15.20円１株当たり純資産額 △13.63円

１株当たり中間純損失 7.50円１株当たり中間純損失 1.33円１株当たり当期純損失 11.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、当期純損失で

あり、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(千円)

△687,597 △1,090,567 △978,243

普通株式に係る純資産額(千円) △687,597 △1,090,567 △978,243

普通株式の発行済株式数(株) 71,757,515 71,757,515 71,757,515

普通株式の自己株式数(株) 315 315 315

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株)

71,757,200 71,757,200 71,757,200

　

２　１株当たり中間(当期)純損失

項目
前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)
純損失(千円)

538,148 95,708 835,073

普通株式に係る中間(当期)純損失(千円) 538,148 95,708 835,073

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 71,757,200 71,757,200 71,757,200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間(当期)純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債　４個
―

第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債　４個
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　連結子会社の設立について

　当社は、平成19年11月１日開催の取

締役会において、当社が100％出資を

行い連結子会社となる株式会社ＴＴ

Ｇ北海道を設立する決議を行い、平

成19年11月６日に設立いたしまし

た。

株式会社ＴＴＧ北海道の概要

(平成19年12月28日現在)

１　代表者

　　　代表取締役社長　日比野　勇

２　所在地

　　　北海道札幌市中央区北二条

　　　東11丁目23番地７

３　資本金　　　10百万円

４　事業概要 電気通信設備工事

事業

情報システム事業

５　設立年月日 平成19年11月６日

６　決算期 ３月31日

７　主な事業所

　　　本社（札幌市中央区）

８　発行済株式総数　200株

　株式会社TTGは、株式会社ATSに対し
て有していた債権644百万円を、みな
とみらいキャピタルグループ株式会
社に20百万円で、平成20年10月１日
付にて売却いたしました。
　みなとみらいキャピタルグループ
株式会社は、株式会社ATSに対して有
していた債権644百万円の一部、624
百万円を平成20年12月26日付で債権
放棄いたしました。
　尚、残りの20百万円に関しまして
は、デット・エクイティ・スワップ
を実行し、資本化いたします。
 

新株予約権付社債の長期借入金への

変更について

　当社は、平成20年４月18日に新株予

約権付社債４億円を債権者と当社と

の間の金銭消費貸借契約に基づく長

期借入金へと変更することを、平成

20年４月３日開催の取締役会におい

て決議いたしました。

　

(2) 【その他】

連結子会社TTG社に対して建物賃料未納について、パシフィックリアリティ社から、東京地方裁判所に

建物賃料請求訴訟があり、係争中であったが、平成20年9月26日東京地方裁判所決定により、当社が第三債

務者に対して有する預金債権及び利息債権の差押命令が出された。

　当社といたしましては、現在、提訴などの予定はございません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,600 311 2,684

短期貸付金 － 23,000 －

その他 ※１
 6,988

※１
 14,302

※１
 10,420

貸倒引当金 ※１
 △3,000

※１
 △3,000

※１
 △3,000

流動資産合計 11,588 34,613 10,105

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 6,615 2,415 6,615

関係会社株式 1,187,772 290,000 467,000

投資その他の資産合計 1,194,387 292,415 473,615

固定資産合計 1,194,387 292,415 473,615

繰延資産

新株発行費 49,914 － －

繰延資産合計 49,914 － －

資産合計 1,255,890 327,028 483,720

負債の部

流動負債

短期借入金 836,118 792,818 896,118

1年内償還予定の転換社債 400,000 － 400,000

未払金 126,504 139,342 175,651

未払消費税等 ※１
 －

※１
 2,508

※１
 －

未払法人税等 1,468 630 1,353

その他 1,286 10,340 3,372

流動負債合計 1,365,378 945,642 1,476,496

長期借入金 － 400,000 －

固定負債合計 － 400,000 －

負債合計 1,365,378 1,345,642 1,476,496
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,517,280 300,000 3,517,280

資本剰余金

資本準備金 3,264,319 － 3,264,319

資本剰余金合計 3,264,319 － 3,264,319

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △6,890,981 △1,318,507 △7,774,270

その他利益剰余金合計 △6,890,981 △1,318,507 △7,774,270

利益剰余金合計 △6,890,981 △1,318,507 △7,774,270

自己株式 △105 △105 △105

株主資本合計 △109,487 △1,018,613 △992,776

純資産合計 △109,487 △1,018,613 △992,776

負債純資産合計 1,255,890 327,028 483,720
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

売上高 30,000 62,657 60,000

売上原価 － － －

売上総利益 30,000 62,657 60,000

販売費及び一般管理費 55,418 27,451 151,300

営業利益又は営業損失（△） △25,418 35,205 △91,300

営業外収益

受取利息配当金 1,037 194 1,118

その他 3,871 222 4,305

営業外収益合計 4,909 417 5,424

営業外費用

支払利息 16,441 15,507 32,911

新株発行費償却 49,914 － 99,828

その他 5 97 5

営業外費用合計 66,361 15,604 132,745

経常利益又は経常損失（△） △86,869 20,017 △218,622

特別利益 ※１
 －

※１
 80,950

※１
 －

特別損失 ※２
 77,385

※２
 126,199

※２
 828,314

税引前中間純損失（△） △164,254 △25,232 △1,046,936

法人税、住民税及び事業税 812 605 1,419

中間純損失（△） △165,067 △25,837 △1,048,356
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,517,280 3,517,280 3,517,280

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － △3,217,280 －

当中間期変動額合計 － △3,217,280 －

当中間期末残高 3,517,280 300,000 3,517,280

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,264,319 3,264,319 3,264,319

当中間期変動額

準備金から剰余金への振替 － △3,264,319 －

当中間期変動額合計 － △3,264,319 －

当中間期末残高 3,264,319 － 3,264,319

その他資本剰余金

前期末残高 － － －

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 3,217,280 －

準備金から剰余金への振替 － 3,264,319 －

欠損填補 － △6,481,599 －

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 － － －

資本剰余金合計

前期末残高 3,264,319 3,264,319 3,264,319

当中間期変動額

資本金から剰余金への振替 － 3,217,280 －

準備金から剰余金への振替 － － －

欠損填補 － △6,481,599 －

当中間期変動額合計 － △3,264,319 －

当中間期末残高 3,264,319 － 3,264,319
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △6,725,913 △7,774,270 △6,725,913

当中間期変動額

中間純利益 △165,067 △25,837 △1,048,356

欠損填補 － 6,481,599 －

当中間期変動額合計 △165,067 6,455,762 △1,048,356

当中間期末残高 △6,890,981 △1,318,507 △7,774,270

利益剰余金合計

前期末残高 △6,725,913 △7,774,270 △6,725,913

当中間期変動額

中間純利益 △165,067 △25,837 △1,048,356

欠損填補 － 6,481,599 －

当中間期変動額合計 △165,067 6,455,762 △1,048,356

当中間期末残高 △6,890,981 △1,318,507 △7,774,270

自己株式

前期末残高 △105 △105 △105

当中間期末残高 △105 △105 △105

株主資本合計

前期末残高 55,579 △992,776 55,579

当中間期変動額

中間純利益 △165,067 △25,837 △1,048,356

資本金から剰余金への振替 － － －

欠損填補 － － －

当中間期変動額合計 △165,067 △25,837 △1,048,356

当中間期末残高 △109,487 △1,018,613 △992,776

純資産合計

前期末残高 55,579 △992,776 55,579

当中間期変動額

中間純損失（△） △165,067 △25,837 △1,048,356

当中間期変動額合計 △165,067 △25,837 △1,048,356

当中間期末残高 △109,487 △1,018,613 △992,776
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　当社は、前連事業年度に過年度有価

証券報告書等の大幅な訂正を行った

結果、ジャスダック市場において平

成19年１月７日を以って当社株式は

上場廃止に至りました。その影響に

より、大口ユーザーの取引停止、元受

工事会社としての工事参加停止等、

過去の企業経営に対する社会的な制

裁を受けており、当社を取り巻く環

境は非常に厳しくなっております。

当中間会計期間においても、厳しい

環境のもと、引き続き競争激化によ

るコストダウン要請、小規模工事等

の増加、瑕疵対応による重複作業等

により原価増が余儀なくされ、過去

複数年と同様に営業損失となり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。

　これを解消すべく、当面は固定系通

信と移動体通信の融合の進捗具合に

機敏に対応し、ＩＴ化の導入がこれ

から本格化する中堅企業に対し、経

営効率改善を目的としたソリュー

ション活動を強化し、ユビキタス

ネットワーク社会の実現へ貢献する

とともに、企業としての信頼回復に

努め、企業活動を持続できるよう収

益基盤の強化に取り組んでまいりま

す。

　なお、変化を続ける社会・経済状況

への機動的対応や蓄積された技術力

に基づく顧客サービスの充実・向上

を図るために平成18年12月25日に会

社分割による持株会社体制への移行

及び商号変更を実施し、新設会社で

ある株式会社ＴＴＧに当社の持つ建

設・情報システム事業を承継させ経

営と事業との分離を図りました。

　加えて、平成19年３月20日に株式会

社ＴＴＧは会社分割を実施し、新設

会社の株式会社アロートラストシス

テムズに情報システム事業を承継さ

せました。

　これは、株式会社ＴＴＧは建設事業

と情報システム事業という２つの事

業を営んでおりましたので、これを

分離させて効果的な経営資源の注入

を図ることで両者の企業価値を高め

ることとしたものであり、今後の業

績回復が期待できる環境・体制が整

い、その効果も徐々に現れており

　当社は、前事業年度に２億18百万の

経常損失及び10億48百万円の当期純

損失を計上し、当中間会計期間20百

万円の経常利益、さらに25百万円の

中間純損失となり継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

す。

　これを解消すべく、引き続き子会社

の経営の合理化・効率化の徹底を行

い、より一層の社内経費の削減を行

うと共に、電気通信設備工事建設事

業においては移動体通信工事やネッ

トワーク系設備工事を中心とした、

情報システム事業においては受発注

システムや財務管理システム等の構

築を中心とした、通信サービス事業

においては法人顧客に対する通信コ

ストの削減や通信に関する業務改善

を中心とした、業務代行サービス事

業においては海外法人の常任代理人

業務を中心とした、各セグメント・

各子会社の技術力と顧客基盤を結集

し、相互販売チャネルの有効活用だ

けではなく、ノウハウ・人材の相互

補完による相乗効果により、マルチ

な方向から、当社及び各子会社の企

業価値の最大化を図ってまいりまし

た。

　中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。

　当社は、前事業年度に６億48百万円

の経常損失及び13億10百万円の当期

純損失を計上し、当事業年度２億18

百万円の経常損失、さらに関係会社

株式評価損、投資有価証券評価損等

の特別損失計上により10億48百万円

の当期純損失となり継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。

　これらの状況を解消すべく、株式会

社アロートラストシステムズにおい

ては、平成20年２月29日に日本テレ

ネット株式会社と合併し経営の合理

化・効率化、規模拡大による収益基

盤の強化を図りました。

　また株式会社ＴＴＧは、経営組織の

見直しや新規取引先との提携で、経

営効率の改善、収益基盤の強化を実

施してまいりました。

　加えて、株式会社ＴＴＧ北海道を平

成19年11月６日に設立し、株式会社

ＴＴＧ北海道事業本部の経営委託の

受け皿会社としてグループ全体の企

業価値を高める工夫をしてまいりま

した。

　財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、上記のような重要

な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。
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　 前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

ます。

　中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、上記のような

重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映しておりません。
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

①　有価証券
 
　　子会社株式及び関連会社
株式
移動平均法による原
価法

　　その他有価証券
　　　時価のないもの
　　　主として移動平均法に

よる原価法

①　有価証券
 
　　子会社株式及び関連会社
株式

同左
 
　　その他有価証券
　　　時価のないもの

　　　同左

①　有価証券
 
　　子会社株式及び関連会社
株式

同左
 
　　その他有価証券
　　　時価のないもの

　　　同左

２　繰延資産の処理方
法

①　新株発行費
　　３年均等償却によってお
ります。

――――― ①　新株発行費
　　３年均等償却によってお
ります。

 
３　引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

①　貸倒引当金
同左

 

①　貸倒引当金
同左
 

 

４　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左

 

消費税等の会計処理

同左
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　

項目
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　消費税等 　仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ流動資

産の「その他」に含めて表

示しております。

　仮受消費税等を仮払消費

税等と相殺のうえ流動負債

の「未払消費税等」に含め

て表示しております。

―――――

　
　

(中間損益計算書関係)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　特別利益のうち
　　　主要なもの

関係会社株式
売却益

―千円 42,000千円 ―千円

債権買入益 ―千円 38,950千円 ―千円

※２　特別損失のうち
　　　主要なもの

関係会社株式
評価損

―千円 121,999千円 731,162千円

投資有価証券
評価損

74,385千円 4,200千円 74,385千円

貸倒引当金
繰入額

3,000千円 ―千円 3,000千円

減損損失 ―千円 ―千円 19,760千円

関係会社株式
売却損

―千円 ―千円 6千円

　３　減損損失 ――――― ――――― 　当社は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

㈱ＡＴＳ

本社

東京都

品川区

本社機能
ソフト

ウェア
19,760

  当社は、本社のみで事業

活動を行っているため資

産グループとして分類

し、評価をおこなってお

ります。

上記グループについて

は、継続して営業損失を

計上しており、帳簿価格

を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損

失（19,760千円）として

特別損失に計上しており

ます。

なお、当資産グループの

回収可能額を零として測

定しております。

　

　
前中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

自己株式に関する事項
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株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315

　

　

当中間会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 315 ― ― 315

　

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 315 ― ― 315
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(有価証券関係)

　

前中間会計期間末(平成19年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当中間会計期間末(平成20年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(企業結合等関係)

前中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

(共通支配下の取引等)

１　結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業又は対象となつた事業の名称及びその事業の内容

株式会社アロートラストシステムズ　（内容：情報システム事業）

(2) 企業結合の法的形式

共通支配下の取引

(3) 結合後企業の名称

株式会社アロートラストシステムズ

(4) 取引の目的を含む取引の概要

子会社株式会社ＴＴＧより株式会社アロートラストシステムズ株式を買取。

　

２　実施した会計処理の概要

　　子会社株式会社ＴＴＧより現金にて買取。

　

３　子会社株式の追加取得に関する事項

(1) 取得原価及びその内訳

取得の対価

㈱アロートラストシステムズの株式 275,844千円

取得原価 275,844千円

　

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価額

該当事項はありません。

　

(3) 発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

該当事項はありません。

　

(4) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該中間連結会計年度以降の会計処理方

針

該当事項はありません。

　

(5) 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

該当事項はありません。

　

　

当中間会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 △1.53円１株当たり純資産額 △14.20円１株当たり純資産額 △13.83円

１株当たり中間純損失 2.30円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であるため記載しておりま
せん。

１株当たり中間純損失 0.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益については、１株当たり中
間純損失であるため記載しておりま
せん。

１株当たり当期純損失 14.60円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりま
せん。

(注)　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の純資産の部の
合計額(千円)

△109,487 △1,018,613 △992,776

普通株式に係る純資産額(千円) △109,487 △1,018,613 △992,776

普通株式の発行済株式数(株) 71,757,51571,757,51571,757,515

普通株式の自己株式数(株) 315 315 315

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数
(株)

71,757,20071,757,20071,757,200

　
２．１株当たり中間(当期)純損失

項目
前中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)上の中間(当期)純損失
(千円)

165,067 25,837 1,048,356

普通株式に係る中間(当期)純損失(千円) 165,067 25,837 1,048,356

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 71,757,20071,757,20071,757,200

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当た
り中間(当期)純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

第１回無担保転換
社債型新株予約権
付社債

４個

――― 第1回無担保転換
社債型新株予約権
付社債

4個
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　連結子会社の設立について

　当社は、平成19年11月１日開催の取

締役会において、当社が100％出資を

行い連結子会社となる株式会社ＴＴ

Ｇ北海道を設立する決議を行い、平

成19年11月６日に設立いたしまし

た。

株式会社ＴＴＧ北海道の概要

　　　　（平成19年12月28日現在）

１　代表者

　　　代表取締役社長　日比野　勇

２　所在地

　　　北海道札幌市中央区北二条

　　　東11丁目23番地７

３　資本金　　　10百万円

４　事業概要　　電気通信設備工事

　　　　　　　　事業

　　　　　　　　情報システム事業

５　設立年月日　平成19年11月６日

６　決算期　　　３月31日

７　主な事業所　

　　　本社（札幌市中央区）

８　発行済株式総数　200株

株式会社TTGは、株式会社ATSに対し
て有していた債権644百万円を、みな
とみらいキャピタルグループ株式会
社に20百万円で、平成20年10月１日
付にて売却いたしました。
　みなとみらいキャピタルグループ
株式会社は、株式会社ATSに対して有
していた債権644百万円の一部、624
百万円を平成20年12月26日付で債権
放棄いたしました。
　尚、残りの20百万円に関しまして
は、デット・エクイティ・スワップ
を実行し、資本化いたします。

　新株予約権付社債の長期借入金へ

の変更について

　当社は、平成20年４月18日に新株予

約権付社債4億円を債権者と当社と

の間の金銭消費貸借契約に基づく長

期借入金へと変更することを、平成

20年４月３日開催の取締役会におい

て決議いたしました。
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(2) 【その他】

連結子会社TTG社に対して建物賃料未納について、パシフィックリアリティ社から、東京地方裁判所に

建物賃料請求訴訟があり、係争中であったが、平成20年9月26日東京地方裁判所決定により、当社が第三債

務者に対して有する預金債権及び利息債権の差押命令が出された。

　当社といたしましては、現在、提訴などの予定はございません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

１
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度 自　平成19年４月１日
平成20年６月26日
関東財務局長に提出。

(第46期) 至　平成20年３月31日

 
２

臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）の規定
に基づく臨時報告書

平成20年７月17日
関東財務局長に提出。

３ 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号（代表取締役の異動）の規定
に基づく臨時報告書　

 平成20年８月11日
 関東財務局長に提出。

４ 有価証券報告書の訂
正報告書

訂正報告書
（上記１有価証券報告書の訂正報告書）

 平成20年９月19日
 関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年12月28日

株式会社TTGホールディングス

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　毛　　利　　　　　優　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　本　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社TTGホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社TTGホールディングス及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

(追記情報)

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上し、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象には、会社は平成19年11月１日開催の取締役会において、連結子会社株式会社ＴＴＧ北海

道を設立する決議を行った旨の記載がある。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 ※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

※２　前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年12月26日

株式会社ＡＴＳ

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　毛　　利　　　　　優　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　本　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＡＴＳの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中

間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

　

記

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは前連結会計年度において835,073千円の当期

純損失を計上し、当中間連結会計期間においても95,708千円の中間純損失を計上している。その結果、当中間

連結会計期間末において、1,090,567千円の債務超過に陥っている。また有利子負債残高も、当連結中間会計期

間末において678,650千円に上り、その返済に関して困難な状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されているが、会社より提示された経営計画

等の合理性に関する十分な心証を得られなかった。このため、継続企業を前提として作成されている上記の中

間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的基礎を得ることができなかった。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が上記事項の中間連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、我が

国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＴＳ及び連結

子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成20年４月１

日から平成20年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るかどうかについての意見を表明しない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 ※ １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年12月28日

株式会社ＴＴＧホールディングス

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　毛　　利　　　　　優　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　本　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＴＴＧホールディングスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第46期事

業年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社ＴＴＧホールディングスの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。

　

(追記情報)

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は連続して営業損失を計上し、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象には、会社は平成19年11月１日開催の取締役会において、連結子会社株式会社ＴＴＧ北海

道を設立する決議を行った旨の記載がある。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
　
 ※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

※２　前中間会計期間の中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社ＡＴＳ(E00216)

半期報告書

74/75



独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年12月26日

株式会社ＡＴＳ

取締役会　御中

ＫＤＡ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　毛　　利　　　　　優　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　関　　本　　　　　享　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＡＴＳの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第47期事業年度の中間会計

期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

　

記

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度において1,048,356千円の当期純損失を計

上し、当中間会計期間においても25,837千円の中間純損失を計上している。その結果、当中間会計期間末にお

いて、1,018,613千円の債務超過に陥っている。また有利子負債残高も、当中間会計期間末において1,192,818

千円に上り、その返済に関して困難な状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該

状況に対する経営計画等は当該注記に記載されているが、会社より提示された経営計画等の合理性に関する

十分な心証を得られなかった。このため、継続企業を前提として作成されている上記の中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的基礎を得ることができなかった。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が上記事項の中間財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＴＳの平成20年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）の

経営成績に関する有用な情報を表示しているかどうかについての意見を表明しない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
　
 ※ １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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